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１ Ofcomの決意表明 

英国情報通信庁 Office of Communications（Ofcom）では、毎年年末に翌年 4 月

から始まる次年度の年次計画案の公表している。2011 年 12 月 8 日に公表されたば

かりの 2012 年度計画案（Draft Annual Plan 2012/13）において、Ofcom は優先度

の高い５つの戦略目標（Strategic Purpose）を掲げた1。その３つ目の「消費者志

向の通信サービスの実現」中の優先取組事項として郵便ユニバーサルサービスの維

持を挙げ、2013年 3月までにニーズ調査及び品質評価を完了させた上で、その担い

手たるロイヤルメールが財務的に持続可能な方法についての結論を得ると宣言し

ている。 

2012年度計画案の具体的な記述を見ると、「2010年には 160億通にも及ぶ郵便物

が国内 2,820万世帯へと配達されたが、郵便セクターは英国の社会・経済に不可欠

な要素である。便利な全国均一料金かつ週 6 日の配達という、郵便のユニバーサル

サービスは利用者から高く評価されている」とある。 

 

 

 

 この Ofcomの力の入れ様の背景には何があるのだろうか。そもそも Ofcom は 2011

年郵便サービス法（以下「新法」）が施行されるまで郵便の規制機関ではなかった2。

それが 2011年 10月 1日の新法施行をもって、一般利用者とビジネス利用者の両者

                                                   
1 http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/936793/summary/condoc.pdf 

2 http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2011/5/pdfs/ukpga_20110005_en.pdf 

【図表１】 ロイヤルメールの書状部門の営業指標（利益、キャッシュフロー、物数） 

http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/936793/summary/condoc.pdf
http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2011/5/pdfs/ukpga_20110005_en.pdf
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を代表して郵便サービス提供の継続・確保を求めていく立場となった。今や Ofcom

は、ロイヤルメールと並んでユニバーサルサービス義務の共同責任を負うこととな

った。いわずもがな、情報通信分野で見せた競争促進と消費者保護の実現の手腕を

買われてのことである。 

新法は Ofcom に郵便規制に関する権限委譲から 18 か月以内に郵便の消費者ニー

ズ調査を実施するよう求めている。そこで、Ofcomは新法施行後間もない同年 10月

20日に早くも郵便規制に関する新方針案「ユニバーサルサービスの維持（Securing 

the Universal Postal Service）」を公表するとともに、2012 年度計画案で年度内

に取り組むべき事項を次のとおり明らかにしている3。 

● ロイヤルメールのパフォーマンスのモニタリング体制の整備 

● 廉価で利用しやすい郵便切手の料金水準のモニタリング 

● 適正な利益水準の判定のためのアセスメント、 

● ロイヤルメールに対する商品変更に関する通知義務に伴うコストの査定 

 

 このような法律と政策の首尾一貫性と全体像の明示は、新法施行前の Postcomm

時代には見られなかったことである。さらに Ofcomは、ユニバーサルサービスの維

持という大目標の達成のために市場の支配的事業者であるロイヤルメールに自由

度を付与することに躊躇しておらず、競争促進を重視するあまり「角を矯めて牛を

殺す」結果となった Postcommの失敗の教訓を生かしているといえよう。 

 

 

２ 2011年郵便サービス法の成立 

2011年 6月 13日、政府提出の「郵政サービス法案」は、議会上下院における審議の結果、

女王の勅許を経て「2011年郵便サービス法」（Postal Services Act 2011）として成立した。

図表２のとおり、同法案は下院で 20 回に及ぶ委員会審議を経て同年 1 月 12 日に可決され

た。また、上院では、４回の委員会審議後にビジネス・イノベーション・技能省（BIS）か

ら修正案が提出され、修正箇所も含めて同年 5月 24 日に可決された。そして、同年 6 月 9

日に修正案を上院が可決し、その４日後に女王の勅許を経て成立に至った4。 

 

【図表２】 郵便サービス法案の審議状況 

 下院 (House of Commons) 上院 (House of Lords) 

2010年 

10月 

13日 第一読会（本会議） 

27日 第二読会（本会議） 

 

11月 9-30日 委員会審議（14回）  

12月 2-9日 委員会審議（6回）  

2011年 

1月 

12日 審議結果報告（本会議） 

12日 第三読会（本会議） 

 

13日 第一読会（本会議） 

2月  16日 第二読会（本会議） 

                                                   
3 http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/securing-the-postal-service/summary/condoc.pdf 

4 http://services.parliament.uk/bills/2010-12/postalservices.html 

http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/securing-the-postal-service/summary/condoc.pdf
http://services.parliament.uk/bills/2010-12/postalservices.html
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3月  8-16日 委員会審議（3回） 

4月  6日 委員会審議（1回） 

5月  4-17日 審議結果報告（本会議 2回） 

24日 第三読会（本会議） 

6月 9日 両院修正協議 

13日 女王による勅許（Royal Assent） 

10月 1日 2011年郵便サービス法の施行 

 

 法案の内容については前回のレポートで紹介したところであり、本稿では法律案

で規定された内容の骨子を記すにとどめる。 

・ロイヤルメール（ＲＭ）社への民間資本の導入について 

・従業員持ち株制度の導入 

・ポストオフィス（ＰＯ）社の分離 

・ＲＭ社の年金債務負担への政府補助 

・競争条件の改善 

・複数のユニバーサルサービス（ＵＳ）事業者の容認 

・Ofcomへの規制機関の変更 

 

ここで取り上げたいのは、前回レポート時点からの法案の変更点である。図表２

のとおり、最終的に成立した 2011 年郵便サービス法は、2011 年３月から５月にか

けての議会上院での審議が発端となり、政府がそれまでの両院の議論を踏まえて作

成した修正案である。主な修正点は図表３のとおりであるが、競争条件の改善とポ

ストオフィス社の分離に関連する項目が中心である。これは両院の審議を通じ、ユ

ニバーサルサービス維持と郵便局の廃止への懸念を指摘する声が多かったことに

配慮した結果である。 

 

【図表３】 郵便サービス法案の修正事項 

法案の骨子            

修正事項 

法案の骨子との関係 

競争条件改善 ＰＯ社の分離 その他 

1) Ofcom に対し、ＵＳへの脅威につ

いても監視対象とする権限を付与

（新法 11条第３項） 
◎  

・規制機関の変更 

2) ＵＳ事業者に対し、合理的な範囲

内での利潤追求の許容 

（新法 29条 4項） 
◎  

 

3) 最低 10 年間は、ＲＭ社が唯一の

ＵＳ事業者であることの保障 

（新法 45条 14項） 
◎  

・複数のＵＳ事業

者容認 

4) ＲＭ社とＰＯ社との間の商取引上

の関係等に関する政府の議会に

対する説明責任の明確化 

（新法２条４項） 

 ◎ 
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5) ＰＯ社を相互会社化する際の議

会の審査権及び投票権の保障 

（新法５条２項） 

 ◎  

 

図表４を見れば、ロイヤルメールグループの各部門の収支が分かる。ユニバーサ

ルサービスを担当する書状部門は赤字基調であり、収益基盤は脆弱である。他方の

ポストオフィス社は黒字を確保しており、一見すると経営は健全である。しかし、

政府からの補助金とロイヤルメール社からの業務委託費に収入の大半を依存して

いるのが実態で、同じく収益基盤は脆弱である。郵便サービス法案の修正は、こう

した経営実態を十分に考慮したものであるといえる。 

 

 

 

３ 新法施行後の Ofcomの郵便規制の新方針 

前出のとおり、Ofcomは新法施行後間もない 2011年 10 月 20日に郵便規制に関す

る新方針案「ユニバーサルサービスの維持（Securing the Universal Postal 

Service）」を 11週間にわたる公開諮問に付した。その中で過去の Postcommによる

規制手法の問題点、新法の規定に基づく Ofcomの新たな使命を整理した上で、Ofcom

のとるべき基本方針を明らかにしている。 

 

（１）Postcomm時代の伝統的な規制手法の問題点 

Postcommは、電力・ガスといった他の公益事業に対する規制と同様の伝統的な

料金規制（RPI（卸売物価指数）－X）をとってきた。この手法は、公益事業を担

う市場支配力を有する民間企業の超過収益と、消費者に対する高額料金の課金を

回避するのに一般的には有効な手段とされている。ただし、それは平時において

のことである。 

現在、郵便市場が直面している電子的な通信手段の圧力による市場縮小は非常

事態である。かかる市場環境にあって厳格な料金規制を適用することは、郵便事

業体から市場の激変に即応する自由を奪うこととなる。さらに、郵便処理の機械

【図表４】 ロイヤルメールグループの部門別の営業成績 
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化・近代化が遅れていたロイヤルメール社を襲った財務上の逼迫は、同社が必要

としていた設備投資をも不可能にした。結果的に Postcommの料金政策は、消費者

を料金値上げの脅威から守るという大目標を達成することにつながらなかった。

苦境に陥ったロイヤルメール社が 2011 年度に 12％の値上げを申請したのはその

証左である5。 

ロイヤルメール社が取り扱う書状商品のうち、郵便料金規制の対象となるユニ

バーサルサービス対象の商品が占める割合は 60％に及ぶ。料金規制の発効後に市

場環境が急変した場合、同社の経営・財務に致命的な悪影響が生じるのは自明で

ある。それが Postcomm時代に起きていたことである。図表５のとおり、郵便切手

料金は 1983 年以来ほぼ一貫して RPI を下回ってきており、2011 年度の郵便料金

の値上げによって逆ざやを解消したものの、この構造的な赤字体質は一掃できた

とは考えがたく、今後も数度にわたる料金上昇は不可避である。 

 

 

（２）Ofcomの新たな使命とその具体化 

2003 年通信法の定めるところによれば、Ofcom の義務は、情報通信分野におけ

る市民の利益を守り、競争促進を通じた消費者の利益を追求することにある。そ

れは郵便事業規制に際しても適用されうるものだが、仮に新法上の業務との矛盾

するような事態が生じた場合には郵便のユニバーサルサービス維持という基本使

命が優先される旨が新法では規定されている。 

                                                   
5 http://www.royalmail.com/customer-service/customer-news#April%204th%20price%20changes 

 

【図表５】 郵便切手料金の推移 

http://www.royalmail.com/customer-service/customer-news#April%204th%20price%20changes
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それでは新法が求めているユニバーサルサービス維持の任務とはどういった内

容であろうか。第一に、ロイヤルメール社が同サービスを持続的に提供していく

ことが可能となるよう、ダウンストリーム・アクセス網と総称される配達ネット

ワークを利用する競争事業者から合理的な対価を得ることを認めている。現状で

はロイヤルメール社が唯一のユニバーサルサービス義務を遂行できる郵便事業者

であることにかんがみ、同社が財務リスクを抱えることとなればユニバーサルサ

ービスの維持が危機に直面するからである。 

第二に、新法はロイヤルメール社に対し妥当な期間内で効率化と技術革新を導

入することを求めている。そうした努力をロイヤルメール社が怠れば、同社が値

上げに依存した体質となり、郵便サービス自体が縮小のスパイラルに陥るからで

ある。現にその郵便市場における圧倒的な地位にもかかわらず、ロイヤルメール

社は未だにコストを収入でカバーしきれていない。その結果、前述のとおり、吸

収合併による消滅前のポストコムは2011年4月からの郵便料金の値上げ認可にと

どまらず、その地位を承継した Ofcomも 2012 年の値上げを認めざる得ない状況に

ある。 

 

 

 

 

（３）Ofcomの提案する新たな郵便規制方針 

前任の Postcommの失敗の本質を分析の上で、Ofcomは伝統的な料金規制をとら

【図表６】 ダウンストリーム・アクセス商品の収入・物数の増加状況 

収入・物数 

ともに増加 

＜収入面＞ ＜物数面＞ 



 7 

ず、ロイヤルメール社のほとんどの商品とサービスについて自由を付与すること

とした。その基本的な考え方は、市場環境が不安定な状況にあっては規制機関で

はなく、郵便事業体としての当事者たるロイヤルメール社こそが最適な価格を知

る立場にあるということだ。また、料金の自由化は、ロイヤルメール社にとって

来るべき民営化に備えた合理化と資本蓄積の機会を与えることにもつながる。 

他方、自由放任となったロイヤルメール社が安易な料金値上げへとひた走る可

能性は否めない。そこで、Ofcomとしては一定の歯止めとして、7年間の料金規制

からの猶予期間を設定した上で、次の３点についてロイヤルメールのモニタリン

グ（監視）を続けることとしている。 

① 効率化状況の評価 

② 全国あまねく廉価なユニバーサルサービスが提供されているか否か 

③ 競争と技術革新の状況の評価 

 

① 効率化状況の評価 

Ofcom は、ユニバーサルサービスが国民・消費者の期待水準で運営・提供され

ているかを確認するため、品質管理目標の設定とその実施状況を評価する。ユニ

バーサルサービスが持続可能であるためには、まずはロイヤルメール社の収益基

盤が充実させることは重要であるものの、それが安易な料金値上げの結果であっ

てはならない。そこで、その社内ないしグループ内の内部相互補助を回避し事業

内容の透明性が高まるよう、Ofcom は唯一のユニバーサルサービス事業者である

ロイヤルメール社に対し、図表７のような区分経理を義務付けることとしている。 

なお、新法は Ofcom にユニバーサルサービス提供事業者に対する報告徴収を行

う権能を与えている。当該事業者の効率状況の評価のため、Ofcom は積極的にこ

の権限を行使していく予定だ。 

 

 

 

② 全国あまねく廉価なユニバーサルサービスの提供の確保 

原則的にロイヤルメール社に対する料金設定の自由を付与するものの、社会的

な弱者が廉価に郵便サービスを利用し続けるようにしなければならない。したが

 

【図表７】 ユニバーサルサービス事業者の区分経理 
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って、最も社会的弱者が利用すると考えられるセカンド・クラス郵便については

特に料金値上げの上限を RPI までと設定することとする。その期間を７年間とす

るが、２年ごとの見直しを行う。 

なお、図表８のとおり、英国内の郵便切手の価格はＥＵ域内の平均的な水準に

ある。ただし、この事実を英国のユニバーサルサービス義務が週６日の配達とい

う他のＥＵ諸国よりも厳しい制度下にある点と照らし合わせて考えると、英国の

郵便切手は割安であると評価することができる。 

 

 

 

 

 

③ 競争と技術革新の状況の評価 

 郵便書状分野における市場競争には、アクセス競争とエンド・エンド競争とが

ある。英国では、TNT や UK Mail といった競争事業者によって引き受けられ、ロ

イヤルメールによって配達されている、いわゆるダウンストリーム・アクセス網

の開放に関連する商品が書状分野に占める割合は 40％を占めるに至っている。

Ofcom では、消費者のサービス利用価格の低下や消費者志向の商品・サービスの

開発、ロイヤルメール社の効率化などの便益はアクセス競争の結果であることか

ら、将来にわたってアクセス競争を奨励していく立場を貫いている。ただし、そ

れと同時にロイヤルメールが所要のコストを回収できるような価格設定の自由を

付与することを忘れていない。 

 もとより新法において、競争事業者はアクセス条件が不服である場合には

Ofcom に申し立てることができることとされているが、さらに Ofcom は次のよう

な義務をロイヤルメールに課すこととしている。 

・競争事業者に対するアクセス条件を公表すること 

・アクセス料金を規制対象外とすること 

・健全な競争状況を確認するための「マージン・スクイズ・テスト」の実施 

 

なお、エンド・エンドサービスの競争は英国ではほとんど見られないが、仮に

 

【図表８】 EU域内のファーストクラス切手料金の比較（上限 100gの場合） 
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ロイヤルメールに強力な競争事業者が現れた場合にはユニバーサルサービスの維

持が危機にさらされる恐れがあることから、注視が必要であると Ofcom は付け加

えている。 

 

 

４ 方針転換に対する利害関係者の評価 

Ofcomが 2011 年 10 月 20日に郵便規制に関する新方針案「ユニバーサルサービス

の維持（Securing the Universal Postal Service）」を公表すると、英国内の主要

な全国新聞ではそのことを当日中に報道した6。他の産業界と比べて報道で取り上げ

られることが少ない郵便業界であるが、今回の方針転換に関する各紙の報道ぶりは

異例のことである。ただし、報道の中身を精査してみると、ファイナンシャル・タ

イムズ、デイリー・テレグラフ及びインデペンデントの３社の論調は、ロイヤルメ

ールが料金設定の自由を得たことで切手の値上げが生じるという、消費者に分かり

やすくはあるが表面的な部分に着目したものであった7。 

それら三紙とは一線を画していたのがリベラルを標榜するガーディアン紙であ

る8。ロイヤルメールのネットワーク開放義務が温存されたことで、TNT や UK メー

ルといった競争事業者が顧客から有利な条件で引き受けたメール（アップストリー

ム）を、ロイヤルメールが配達（ダウンストリーム）し続けるという構図が続く。

その結果、利益重視の競争事業者が都市部でエンド･エンドのサービスを行い、収

益性の低い地方部への配達はロイヤルメールに委託することで、ロイヤルメールの

収益基盤の圧迫が続き、根本的な問題解決からは程遠いとの悲観的なシナリオを示

している。 

 

今回の Ofcomの方針転換に対する主要紙の批判的な論調に対し、ロイヤルメール

社をはじめとした利害関係者は概ね好意的に受けとめている。まず、ロイヤルメー

ル社は、旧 Postcomm の下での厳しい料金規制と競争事業者へのダウン・ストリー

ム・アクセス網の開放義務という規制の失敗が、郵便市場の急激な縮小という構造

問題に勝るとも劣らないぐらいに同社の財務危機を惹起したという Ofcomの分析を

高く評価している9。その上で、低廉なユニバーサルサービスを提供し続けるという

大前提下で、同社が取り組んでいる自己変革の努力を考慮し、妥当な料金設定を可

能とする規制緩和を必ず実現してもらいたいと Ofcomにエールを送っている。 

また、全国消費者団体コンシューマーフォーカスは、Ofcom の発表内容について

書状分野における史上最大の改革と絶賛し、新方針の確実な実行されるかどうかが、

消費者が質の高いユニバーサルサービスの利用を引き続き可能とする試金石にな

るとしている10。さらに、これまで法案審議過程から新法について厳しい姿勢をと

                                                   
6 http://www.ft.com/cms/s/0/97de86be-faf8-11e0-bebe-00144feab49a.html#axzz1oZ9TnRQW 

7 http://www.telegraph.co.uk/news/uknews/royal-mail/8839085/Price-of-second-class-stamp-could-rise-by-50-per-cent.html 

http://www.independent.co.uk/news/business/news/stamp-prices-could-soar-in-shakeup-for-the-royal-mail-2373682.html 

8 http://www.guardian.co.uk/commentisfree/2011/oct/28/ofcom-royal-mail-regulator 

9 http://www.royalmailgroup.com/cy/node/7955 

10 http://www.consumerfocus.org.uk/news/biggest-ever-shake-up-to-postal-market-2 

http://www.ft.com/cms/s/0/97de86be-faf8-11e0-bebe-00144feab49a.html#axzz1oZ9TnRQW
http://www.telegraph.co.uk/news/uknews/royal-mail/8839085/Price-of-second-class-stamp-could-rise-by-50-per-cent.html
http://www.independent.co.uk/news/business/news/stamp-prices-could-soar-in-shakeup-for-the-royal-mail-2373682.html
http://www.guardian.co.uk/commentisfree/2011/oct/28/ofcom-royal-mail-regulator
http://www.royalmailgroup.com/cy/node/7955
http://www.consumerfocus.org.uk/news/biggest-ever-shake-up-to-postal-market-2
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り続けてきた郵便系の最大手労組 Communication Workers Union（CWU）でさえも、

Ofcom の規制緩和案について「斬新な変化」と歓迎しつつ、今回の発表は「過去の

過ちを認識するものである」と皮肉をこめたコメントを発表している11。 

  

それでは、ロイヤルメールの規制緩和によって直接影響を受けると考えられる競

争事業者の反応はどうだろうか。UKメールはロイヤルメール社に対するアクセス網

の開放義務が存続し、同社に対し業務運営上の様々な付帯条件が付されたことを評

価している。また、市場競争がもたらす社会的な便益を理解している Ofcomに感謝

するものの、競争を歪めているユニバーサルサービス商品の免税特権を早急に廃止

すべきだと TNT はコメントしている12。このように、意外なことに競争事業者まで

もが Ofcomの政策を大筋において支持している。 

 

 

５ おわりに 

前章の郵便規制の方針転換に関する利害関係者のちぐはぐなコメントから様々

なことが想起される。まず、旧 Postcomm は長年にわたり郵便規制を一手に担って

いたはずなのだが、一体どこの誰に耳を傾けながら政策を実施していたのかを疑問

に思わずにいられない。少なくとも、ロイヤルメールの不振の責任の一端は旧

Postcommの規制にあったといえよう。 

次に、一般に支配的事業者への規制緩和は競争事業者からの批判にさらされるも

のだが、現実にはそうなっていない。今回の Ofcomの発表内容について、ロイヤル

メール社はその自由度が高まることを喜び、競争事業者はネットワーク義務が温存

されることを喜んでいる。規制緩和の影響で両者の競争条件が変わることが予見で

きるのに双方がハッピーということがありえるのだろうか。両者は自らに都合のよ

い側面を見て無難なコメントを出していると考えられるが、今後右肩上がりで引受

物数と収入を伸ばし続けてきた競争事業者のビジネスに影響が出れば、両者の対立

は深まるだろう。 

 

視点を変えると、競争条件の改善に関わることでさえも利害関係者に異論がない

のであれば、新法中のそれ以外の部分である従業員持ち株制度の導入、ポストオフ

ィス社の分離、ロイヤルメール社の年金債務負担への政府補助は着々と進んでいく

はずだ。これらはロイヤルメールの経営にプラスの効果を及ぼすことは間違いない

だろう。そのことの期待感は、法律の議会審議が終了した 2011 年 6 月 9 日のビジ

ネス・イノベーション・技能省（BIS）のケーブル大臣の高揚感あふれる次のコメ

ントに表われている。 

ロイヤルメールにとって記念すべき日だ。法律が成立したことで、同社が直面す

る巨大な課題への挑戦が始まる。ロイヤルメールとポストオフィスはともに社会で

                                                   
11 http://cwu.org/news/archive/cwu-welcomes-radical-change-to-postal-regulation.html 
12 http://www.marketingweek.co.uk/ofcomroyal-mail-should-be-free-to-increase-dm-prices/3031167.article 

http://cwu.org/news/archive/cwu-welcomes-radical-change-to-postal-regulation.html
http://www.marketingweek.co.uk/ofcomroyal-mail-should-be-free-to-increase-dm-prices/3031167.article
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重要かつ親しまれている存在だ。それらが持続可能となるよう、迅速な対応が求め

られている。そして、法律の成立に引き続き規制改革、英国政府からの補助に関す

るＥＵの承認、年金債務の削減といった改革が順次実行に移されれば、ロイヤルメ

ールの民営化という形で結実し、そうすることで会社の近代化と存続が確かなもの

となる。 

 

最後に、競争条件の改善という積年の最も重い課題を丸投げされながら、それに

怜悧に取り組む Ofcomの姿勢について述べたい。新法のような様々な要素の盛り込

まれた法律を前にすると、個別の改正事項に目が向かいがちだが、Ofcom は法律で

自らに期待されている以外のことには敢えてふれず、本源的な目標であるユニバー

サルサービスの維持のためになすべきことに絞って、今回の公開諮問文書で方針を

提示した。しかも、それは料金政策を認可制から事後チェック型の規制へと 180度

大転換させる大英断であって、多様な利害関係者からの肯定的な評価を得ている。

今回の大胆な規制緩和によって瀕死のロイヤルメールが果たして 7-10 年後にシテ

ィの投資家たちが株式を買い取りたいと思うような会社になるかどうか、その成否

を興味深く見守る必要がある。 


